 平成２３年度　事業所連携就職支援事業実施要項
（趣旨）
１　小規模福祉施設・事業所等（以下「事業所」という。）が連携し、共同による求人活動や合同研修会の実施、また、他分野からの離職者の福祉・介護職場への就職を支援するための事業などに対して助成を行い福祉人材の確保と育成を図る。
２　事業の内容
　一定の要件を満たす原則５つ以上の事業所（１ユニット）が連携し、共同して次の事業を実施した場合に助成を行う。
（１）介護従事者等の確保のため、共同による求人活動、求人説明会等を行う　　 事業
（２）人材育成のため、合同研修、人事交流等を行う事業
（３）その他、福祉人材の確保のため、適当と認められる事業
  　　なお、補助対象となるユニットは、次の要件のいずれかを満たす事業所が過半数参加していること。
  　 ・　利用者の定員規模（定員の定めがない事業については１ヶ月の利用者数）が、施設サービスの場合は５０人以下の施設、在宅サービスの場合は２０人以下の事業所
  　 ・　運営している事業所の種類・数が単一である法人の事業所
    　　 ただし、訪問介護事業所やデイサービスセンターなどの在宅サービス事業所（定員規模２０人以下）を併設している施設は対象とする。
  　・　繰越金が少額など経営基盤が脆弱な事業所
 　（注） 介護福祉士養成施設（定員が充足している養成施設及び進路選択学生等支援事業の該当する養成施設)及び、公立の施設・事業所は助成対象外とする。
３　助成金の額
　　１ユニット当たりの助成額は、６９４千円以内（１０事業所以上で１ユニットを形成する場合は１，３８８千円以内）とする。ただし、千円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てるものとする。
４　助成対象経費
　この事業の助成対象経費は、事業実施に必要な経費（講師謝金・旅費交通費、研修費、通信運搬費、消耗品費、印刷製本費、広報費、業務委託費、会議費、賃借料、水道光熱費、雑費）とし、備品購入費、人件費は補助対象外とする。
５　助成金の交付申請
　助成金の交付申請は、１ユニットの中心となる事業所（以下「中心事業所」という。）が別紙第1号様式により社会福祉法人山口県社会福祉協議会会長（以下「会長」という。）に対して行うものとする。
６　助成金の交付決定
　会長は、交付申請があったときは、その内容を審査し、予算の範囲内において、助成金の交付決定を行い、別紙第2号様式により中心事業所に通知するものとする。
 　 

７　事業計画の変更申請
　中心事業所は、事業の内容及び経費に変更が生じたときは、別紙第3号様式により会長に届け出なければならない。
８　事業中止の届出
　中心事業所は、やむを得ず事業を中止しようとするときは、速やかに別紙第4号様式により会長に届け出なければならない。
９　実績報告
中心事業所は、事業終了後１ヶ月以内または、平成２４年２月２４日のどちらか早い時期までに、実績報告書（別紙第5号様式）を会長に提出しなければならない。
10　助成金の請求
中心事業所は、助成金を受けようとするときは、請求書（別紙第６号様式）を会長に提出しなければならない。
11　その他
この要項に定めるもののほか、必要な事項は会長が別に定めるものとする。
 　　　附　則
   この要項は、平成２３年４月１日から適用する。

別紙第1号様式　                                 　　　 第　　　　　号
                                                平成　　年　　月　　日
社会福祉法人　山口県社会福祉協議会
　会　　長　　　　　      昌　 克　様
                             申請者（中心事業所）
                               事業所名
                               所在地
                               代表者                              印
                               （職氏名）
平成２３年度 事業所連携就職支援事業助成金交付申請書
　上記の助成金について、実施要項の規定に基づき、関係書類を添えて申請します。
                                     記
１　助成金交付申請額                            円
２　添付資料
    事業計画書               別紙１のとおり            
３　事業の内容（該当するものにチェックを付けてください。）
  □　介護従事者等の確保のため、共同による求人活動、求人説明会等を　　　　　行う事業
  □　人材育成のため、合同研修、人事交流等を行う事業
  □　その他、福祉人材の確保のため、適当と認められる事業
（別紙１）
事　　業　　計　　画　　書
１　連携事業所名
	 申請者
 (中心事業所)
	①事業所名(法人種別)
                                                                         (　　　  　　　 )

	 所在地
	〒

	 代表者（職氏名）
	

	 利用者の定員規模
	施設サービス（　　 人）、在宅サービス(　　 人）

	   担
   当
   者
	 　氏名
	

	
	 　住所
	

	
	　 電話
	

	
	 　ＦＡＸ
	

	 連携事業所名（１ユニット内訳：中心事業所を除く）

	事業所名　　　　(法人種別)
	代表者
職氏名
	利用者の定員規模※注１
	 　　所在地

	②
(　　　  　　 )
	
	施設サービス (　　 人)
在宅サービス(　　  人）
	〒

	③
(　　　  　　 )
	
	施設サービス(　    人）
在宅サービス(　　  人）
	〒

	④
(　　　  　　 )
	
	施設サービス(　    人）
在宅サービス(　　  人）
	〒

	⑤
(　　　  　　 )
	
	施設サービス(　    人）
在宅サービス(　　  人）
	〒

	⑥
(       　　　)
	
	施設サービス(　    人）
在宅サービス(　　  人）
	〒

	⑦
(           　)
	
	施設サービス(　    人）
在宅サービス(  　   人）
	〒

	⑧
(       　　　)
	
	施設サービス(　　  人）
在宅サービス(  　   人）
	〒

	⑨
(         　　)
	
	施設サービス(  　   人）
在宅サービス(  　   人）
	〒

	⑩
(           　)
	
	施設サービス(  　   人）
在宅サービス(  　   人）
	〒


※注１　利用者の定員規模とは、定員に定めがない事業については１か月の利　　　　用者数です。
※注２  要件を満たす事業所は、施設サービスの場合は５０人以下、在宅サー　　　　ビスの場合は２０人以下です。
　２　事業の実施方法・内容  （具体的に記入してください。）
	


  （別紙でも構いません。実施要項等を添付してください。）
３　事業の実施期間
    （開始）平成　　年　　月　　日　～（終了）平成　　年　　月　　日
４　助成事業収支予算書
　（１）収入の部                                             （単位：円）
	   科　　　目
	     予 　算　 額
	       備       考

	
	                   
	

	
	
	

	　　合　　計
	
	


　（２）支出の部                                     　　　　（単位：円）
	   科　　目
	  助成対象となる経費
	     　　左の積算内訳

	  講師謝金
	
	

	  旅費交通費
　（講師）
	                   
	

	  研　修　費
	                   
	

	  通信運搬費
	                   
	

	  消 耗 品 費
	                   
	

	  印刷製本費
	                   
	

	  広　報　費
	                   
	

	  業務委託費
	                   
	

	  会　議　費
	                   
	

	  賃　借　料 
	                   
	

	  水道光熱費 
	                   
	

	  雑　　　費
	                   
	

	  支出合計
	
	


※人件費、備品購入費は、補助対象外です。

別紙第2号様式                                  山社協人第　　　　号
                               申請者（中心事業所）
                               事業所名
                               所在地
                               代表者
　平成　　年　　月　　日付　　第　　　号で申請のありました、平成　　年度事業所連携就職支援事業助成金については、実施要項の規定に基づき、次の条件を付けて金　　　　　　　　　円を交付します。
  平成　　年　　月　　日
                                   社会福祉法人　山口県社会福祉協議会
                                     会　　長      　　　　  昌   克
１　助成金交付の対象となる助成事業の内容及び収支の額は、助成金交付申請書　に記載のとおりとする。
２　事業の内容及び経費に変更が生じたときは、実施要項の規定に基づき、速やかに会長に届け出なければならない。
３　助成金額の確定は、助成事業に要した実支出額（助成対象経費に限る。）又　は助成金の交付決定額（変更されたときは、変更後の額とする。）のいずれか低い額とする。
４　助成金の経理にあたっては、収支の事実を明確にした証拠書類等を整理し、かつ、これらの書類を事業が完了した日の属する会計年度終了後５年間保存　
する。
５　この助成金を受けたものは、実施要項の規定を遵守しなければならない。
別紙第３号様式                                　　第　　　　　号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日
社会福祉法人　山口県社会福祉協議会
　会　　長     　 　　　　昌　　克 様
                             申請者（中心事業所）
                               事業所名
                               所在地
                               代表者                               印
                               （職氏名）
平成２３年度 事業所連携就職支援事業に係る事業計画
　　　　　 変更届出書
　平成　　年　　月　　日付　　　第　　　号で助成金交付決定通知のありました、平成　　年度事業所連携就職支援事業について、下記のとおり変更したいので、実施要項の規定に基づき変更届を提出します。
                                    記
１　変更の内容      （具体的に記入してください。）
	          変　　更　　前
	             変　　更　　後

	
	


２　収入額の変更　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	   科　　目
	  　　予　算　額
	     　　左の積算内訳

	
	
	

	  
	                  
	

	  合　　　計
	                  
	


３ 支出額の変更　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	   科　　目
	  助成対象となる経費
	     　　左の積算内訳

	  講師謝金
	                  
	

	  旅費交通費
　（講師）
	                  
	

	  研　修　費
	                  
	

	  通信運搬費
	                  
	

	  消 耗 品 費
	                  
	

	  印刷製本費
	                  
	

	  広　報　費
	                  
	

	  業務委託費
	                  
	

	  会　議　費
	                  
	

	  賃　借　料 
	                  
	

	  水道光熱費 
	                  
	

	  雑　　　費
	                  
	

	  合　　　計
	                  
	


※人件費、備品購入費は、補助対象外です。

別紙第4号様式                                     　　 第　　　　　号
                                                平成　　年　　月　　日
社会福祉法人　山口県社会福祉協議会
　会　　長    　　　　　　昌    克 様
                             申請者（中心事業所）
                               事業所名
                               所在地
                               代表者                               印
                               （職氏名）
平成２３年度 事業所連携就職支援事業中止届出書
　平成　　年　　月　　日付で助成金交付決定通知のありました、助成事業について、下記のとおり中止したいので、実施要項の規定により届け出ます。
                                    記
１　事業の中止の内容（該当するものにチェックを付けてください。）
　□　介護従事者等の確保のため、共同による求人活動、求人説明会等を　　　　　行う事業
  □　人材育成のため、合同研修、人事交流等を行う事業
  □　その他、福祉人材の確保のため、適当と認められる事業
２　事業中止の理由
（別紙第５号様式）                                   　　
第　　　　　号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日
社会福祉法人　山口県社会福祉協議会
　会　　長　　　　　      昌  　克 様 
                             申請者（中心事業所）
                               事業所名
                               所在地
                               代表者                               印
                               （職氏名）
平成２３年度 事業所連携就職支援事業助成金
               に係る助成事業の実績報告書
　このことについて、別紙のとおり報告します。
                                   記
○　添付書類             実績報告書（別紙１のとおり）
（別紙１）
平成２３年度 事業所連携就職支援事業実績報告書
１　連携事業所名
	 申請者
 (中心事業所)
	①事業所名(法人種別)
                                                                         (　　　  　　　 )

	 所在地
	〒

	 代表者（職氏名）
	

	 利用者の定員規模
	施設サービス（　　 人）、在宅サービス(　　 人）

	   坦
   当
   者
	 　氏名
	

	
	 　住所
	

	
	　 電話
	

	
	 　ＦＡＸ
	

	 連携事業所名（１ユニット内訳：中心事業所を除く）

	事業所名　　　　(法人種別)
	 　代表者
　 職氏名
	利用者の定員規模※注１
	 　　所在地

	②
(　　　  　　 )
	
	施設サービス(　　  人)
在宅サービス(　　  人）
	〒

	③
(　　　  　　 )
	
	施設サービス(　    人）
在宅サービス(　　  人）
	〒

	④
(　　　  　　 )
	
	施設サービス(　    人）
在宅サービス(　　  人）
	〒

	⑤
(　　　  　　 )
	
	施設サービス(　    人）
在宅サービス(　　  人）
	〒

	⑥
(       　　　)
	
	施設サービス(　    人）
在宅サービス(　　  人）
	〒

	⑦
(           　)
	
	施設サービス(　    人）
在宅サービス(  　   人）
	〒

	⑧
(       　　　)
	
	施設サービス(　　  人）
在宅サービス(  　   人）
	〒

	⑨
(         　　)
	
	施設サービス(  　   人）
在宅サービス(  　   人）
	〒

	⑩
(           　)
	
	施設サービス(  　   人）
在宅サービス(  　   人）
	〒


※注１　利用者の定員規模とは、定員に定めがない事業については１か月の利　　　　用者数です。
※注２  要件を満たす事業所は、施設サービスの場合は５０人以下、在宅サー　　　　ビスの場合は２０人以下です。

	助成事業の内容
 (該当するものにチ ェックしてください)
	□ 介護従事者等の確保のため、共同による求人活動、求人説明
 　会等を行う事業
□ 人材育成のため、合同研修、人事交流等を行う事業
□ その他、福祉人材の確保のため、適当と認められる事業

	実施期間
	 平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日

	事業の実施方法
	

	（別紙でも構いません。実施要項等を添付してください。）

	事業実施での成果
	

	

	問題点・課題及びその対応策
	

	

	今後の取組予定
	

	


２　助成事業収支決算書
　（１）収入の部                                             （単位：円）
	   科　　　目
	  予　算　額
	  決　算　額
	　　　備       考

	
	          
	
	

	   収入合計
	          
	
	


　（２）支出の部                                     　　　　（単位：円）
	   科　　目
	  予　算　額
	  決　算　額
	　　　備　　　 考

	  講師謝金
	            
	
	

	  旅費交通費
　（講師）
	            
	         　
	

	  研　修　費
	            
	         　
	

	  通信運搬費
	            
	             
	

	  消 耗 品 費
	            
	             
	

	  印刷製本費
	            
	             
	

	  広　報　費
	            
	             
	

	  業務委託費
	            
	             
	

	  会　議　費
	
	             
	

	  賃　借　料 
	
	             
	

	  水道光熱費 
	            
	             
	

	  雑　　　費
	            
	             
	

	  支出合計
	            
	             
	


※人件費、備品購入費は、補助対象外とする。

（別紙第６号様式）
第　　　　号
                　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日                          　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
社会福祉法人　山口県社会福祉協議会
　会　　長    　　　　　　昌　　克　様
                             申請者（中心事業所）
                               事業所名
                               所在地
                               代表者                               印
                               （職氏名）
平成２３年度 事業所連携就職支援事業助成金請求書
  平成　　年　　月　　日付け山社協人第　　　　号で助成金交付決定通知のありました助成金について、実施要項の規定に基づき、下記のとおり請求します。
                                  記
　　　　　　　　　金                        円也
　
	   金融機関名
	    　山　口   銀行         支店

	   預金種別
	               普通　・　当座

	   口座番号
	

	   フリガナ
   口座名義人
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